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 Abstract  : There are many social support systems in the community suffered from the 

1995  Hanshin-Awaji Great Earthquake. The formal  support services are closely connected 

with the  informal support services. It presents a good model of functional community for 

welfare in community-based social work.

抄録:本 研究では、阪神 ・淡路大震災の被災地で取 り組まれている高齢者の見守 り活

動を通 して、高齢社会における福祉コミュニティ形成に向けたコミュニティソーシャ

ルワークのあり方のモデルを得ることをねらいとしている。我々は本研究に先立ち、
被災直後より被災地の仮設住宅での高齢者の実態調査、仮設住宅から復興住宅への移

行時期の高齢者の実態調査、さらに復興住宅での高齢者の生活実態を継続調査 してき

た。被災後7年 を経た現在、被災地での被災高齢者を取 り巻 く見守り活動のうち、特
に 「友愛訪問ボランティア」の活動実態に焦点をあて調査 を行い、コミュニティ ・ソ
ーシャルワークが果たすべ き役割を検討 した

。

調査結果は、調査対象67ケ ースの内、「友愛訪問ボランティア」は大半が女性であ

り、50～70歳 代の中高年が約9割 を占めていた。10年 以上もの長 きに渡 り活動 を続

けている人が全体の3分 の1近 くあり、5年 以上でまとめると半数をこえていた。訪

問件数は 「1週間に1人 位」が最 も多く(32%)、 「1週間に3人 位」(24%)、 「1週間

に5人 位」(18%)と 続 く。活動内容は、「安否確認」が最 も多いが、「話 し相手」(34

%)、 「相談」(18%)と 続 く。相談内容については、「健康面での相談」が最 も多かっ

た（33%)。

被災地A市 で2001年4月 から実施されている市の事業としての 「地域見守 り活動

推進事業」で各在宅介護支援セ ンターに配置 されている 「見守 り推進員」(フ ォーマ

ルサービス)と 、地域住民による 「友愛訪問ボランティア」(イ ンフォーマルサー ビ
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ス)、はうまく連携 していた。調査では、地域住民 による友愛訪問ボランティアが

「今 まで訪問できず に困っていたところに見守 り推進員に訪問 してもらえ喜んでい

る」、と市が制度 として導入 した 「見守 り推進員」への肯定的評価が聞かれるなど、

民間活動 と行政施策がうまく融合 している例がみられた。

ただ本調査を通 して、訪問活動そのものに対するアクセス困難な高齢者への援助の

限界も明 らかにされた。ソーシャルワークの使命に照 らせば、アクセス困難な要援護

者に対 しても、個別の援助の可能性 を探る努力を放棄 してはならない。ソーシャルワ
ークの技法のひとつであるリーチアウトの手法を駆使 しなが ら、あらゆるサービス資

源を動員し、いわば最後の砦 としてのセーフティネットとで も言うべき要援護者を一

人ももらすことのないサービス網の整備を行政、民間 、地域が協働する必要性 を、 ソ
ーシャルワーカーは主張し実践 し続ける責務がある。その責任を果た してい くこと

で、「孤独死」防止や、自宅で予期せず突然倒れ、1人 放置 されたままの高齢者の早

期発見につなげ、地域で暮す高齢者が安心できる福祉コミュニティ形成の実現の可能

性が見えて くるのである。

1、 研 究の背景 とね らい

1995年(平 成7年)に 阪神淡路大震災が起

きて早7年 が経った。当時、被災地では、高齢

者や障害者にその被害が集中して現れるという

現象がみられた1)。仮設住宅では、中高年齢者

の 「孤独死」や健康問題、生活問題等、様々 な

問題への救援に、ボランティアを中心とした支

援 ネ ットワー クが急速かつ活発 に形成 され

た2)。人々 にボランティア意識が広が り、自分

たちで地域の人々を支えるという機運が盛 り上

がった3)。

高齢者率が高い仮設住宅を取 り巻 く支援ネッ

トワーク活動は、来るべ き超高齢社会における

地域高齢者の支援活動モデルを提示していると

もいえた4）。 しか し仮設住宅を取 り巻 く支援ネ

ットワークの援助活動がようや く軌道に乗 り始

めた頃、2年 という仮設住宅の限定付 きの期間

は終わ り、仮設住宅の取 り壊 しと共に、被災者

は次の住まいへ移転 し、支援ネットワークも解

散、再編を余儀な くされた。

新たに建設 された復興公営住宅は、近代的な

設備の下、バリアフリーとエレベーター完備の

高層住宅で、快適性は高いものの、1枚 の重い

扉の向こうで、高齢者が孤立することが懸念さ

れ た5,6)。実際、被災地B県 内の復興公営住

宅、約3万8600戸 の内、世帯主が65歳 以 上の

高齢者の割合は4割 に上る。 一方で、行政も高

齢者の 「孤独死」防止や支援策に様々な形で乗

り出している。

1987年 から厚生省(現 厚生労働省)と 建設

省(現 国土交通省)の 連携の下に、市町村が実

施主体 とな りシルバーハウジング(高 齢者世話

付き住宅)の 建設が進められている。震災後、

被災地ではこのシルバーハウジングが集中的に

建設され、各住宅には、ライフサポー トアドバ

イザー(生 活援助員)(以 下、「L.S.A.」とい

う)が 配置 された。我々が平成11年 度に行っ

た調査5)では、シルバーハウジングに住む高齢

者の約半数の人はL.S.A.に 何らかの世話を受

けていた。特に男性 の半数は 「よ く世話にな

る」 と回答 していた。 しかしL.S.A.の 勤務は

朝の9時 から夕方5時 までに限 られるため、

「L.S.A.に 常時勤務 してほしい。」 とい う要望

があげられていた。

さらに被災県内のA市 では、復興住宅の高

齢者の見守 りや緊急時の対応にあたる 「高齢世

帯支援員」の制度を設け、安否確認を行ってき

た。震災後6年 を経た2001年4月 か らは 「高

齢世帯支援員」制度 を終了 し、「見守り サポー
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ター」 として制度を受 け継いでいる。さらに

A市 では、2001年4月 か ら2005年3月 までの

「地域見守 り活動推進事業」として新たに 「見

守 り推進員」77人 を、全市の在宅介護支援セ

ンターに1人 ずつ常駐することとした。同事業

のねらいは、地域住民による見守 りができるコ

ミュニティづ くりを支援することであ り、いわ

ばコミュニティ再生に向けた取 り組みを継続 ・

発展させていこうというものである。
一方、被災 したB県 の復興公営住宅 には、

2001年10月 か ら 「高齢世帯生活援助員 」が設

けられた。65歳 以上の単身者や夫婦のみの世

帯などを中心に、安否確認や生活指導、病気な

どの場合の一時的な家事援助 も受け持ち、週1

回、巡回する。震災後、復興公営住宅の入居者

の生活相談にあたっていた 「生活復興相談員」

をこの制度に改め、さらに増員を図 り約100人

規模で対応する。対象は約5000世 帯で、50世

帯に1人 の割合で配置される。

このように行政の取 り組みも様々 に工夫さ

れ、各地でその実践が展開されている。しかし

行政の対応は、その組織の性格 上あるいは制度

上、全市的にあるいは全県的に一律に配置し、

展開するという実践方法を取らざるを得ない。

コ ミュニティソーシャルワークは、地域の実情

が反映される極めて個別的な取 り組みである。

そこで行政が配置する 「援助員」や 「支援員」

等のサービスを各地域がどのように地域住民と

協働 して住民のための生 きたサービスとする

か、コミュニティソーシャルワークは地域住民

へのエンパワ メントアプローチを用い、福祉コ

ミュニティ形成への力をどのように蓄えていく

か、その役割が期待されているのである。

本研究では、被 災地A市 の取 り組みとして

2001年4月 か ら4年 間の事業 として導入され

た 「地域見守り活動推進事業」で各在宅介護支

援センターに配置された 「見守 り推進員」が、

民生委員 と共に連携 ・協働を図る民間活動とし

ての 「友愛訪問ボランテ ィア」に対 して調査を

実施 し、その分析を通 して、地域で高齢者を見

守る ことのできる福祉 コ ミュニテ ィ形成 に向け

た コミュニテ ィソー シャルワー クのあ り方を検

討する。

2、 調査 の概要

「友愛訪問ボ ランテ ィア」の調査 に際 して、3

つ の 団体 にご協力 いた だ き、67人 の方 か ら回

答 を得 る ことが で きた。「調査 項 目」 は、基 本

属性 の他、「活動年数」、「訪 問人数」、「活 動 内

容」、 「相談 の有無」、「相談内容」、 「訪問や相談

内容 につい ての報 告」、 「見守 り推 進 員 につ い

て」、その他、活動 につ いて困 って い るこ とや

意見 を自由に回答 して もらった。

友愛訪 問 ボラ ンテ ィア の調査対 象 者総 数 は

67人 で、そ の性別 は圧倒 的 に女 性 が多 く全 体

の90%を 占 め、男 性 は わず か で あ る。年 齢

は、60歳 代 が もっ とも多 く42%(28人)、 つ

い で50歳 代 が24%(16人)、70歳 代 が22%

(15人)と なってお り、50歳 か ら70歳 代 まで

で全体 の約90%(59人)と なっている。

活動期 間 につ いては、10年 以 上 が もっ と も

多 く32%(21人)、 つ い で5～10年 未 満 が24

%(16人)、3～5年 未 満 が21%(14人)で あ

る。活動期 間は、長期 にわたる者が多 く、活動

内容 は地味な ものであ るが、継続す ることが地

域社会 を支える大 きな力 とな っている。

年齢 別 にみた活動期間 をみる と、最 も多 い年

齢層で ある60歳 代 で、10年 以 上の活動 を して

い る人 は43%(12人)に もの ぼ る。 また、70

歳 代 で は17%(6人)の 人が10年 以 上 活動 を

続 けてい る。 さらに、80歳 代 の ボラ ンテ ィア

には10年 以上 もの長 きにわ たって活動 を続 け

てい る人、5～10年 の 活動 を してい る人 が い

た。友愛訪問ボランテ ィアは、高齢 者が継続 し

て取 り組 めるボラ ンテ ィア活動 の 一つ とい え

る。

訪問 担 当人数 は、 「1週 間に1人 位」が 最 も

多 く32%(21人)、 「1週間 に3人位 」が24%

(16人)、 続いて 「1週間 に5人 位」が18%(12

人)と なっている。訪問活動 は、活動 に時間が
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か か るこ とか ら訪 問人数 を増 やす ことはむずか

しい。1週 間 に1～3人 程 度 を無理 な く訪 問す

るこ とで、長期的 なボランティア活動が継続可

能 といえる。

年齢別 に訪問担当 人数 をみる と、活動 ボラン

テ ィアが最 も多い60歳 代 では、「1週 間 に1人

位」 を訪問 してい る人が最 も多かった(29%、

8人)。

また、活 動期間 別 の訪 問担 当人数 につ い て

は、10年 以上活動 して い る人 では 「1週 間に1

人 位」が 半 数 を超 え(52%、11人)、 次 い で

「1週 間に3人 位」が多い(29%、6人)。 「5～10

年 未 満」 の活 動 期間 の 人 は 「1週 間 に5人 以

上」 を訪 問 して い る 人 が最 も多 い(44%、7

人)。 永年 ボ ランテ ィア を続 ける秘 訣 は、決 し

て無 理 を しす ぎな い こ とで あ り、 「1週 間 に1

人位」 を訪 問 し活動 を継 続 している ことが わか

った。

友 愛 訪問 ボ ラ ンテ ィア の活動内 容(複 数 回

答)に つい ては、「安否 確 認」が最 も多 く、 ほ

とんどの人が行 ってい る(65人)。 つい で 「話

し相 手」 が56人 、 「相 談」が30人 とな って い

る。また、「家事援助」 を行 ってい る人(7人)

や 「身辺介助」 を行 ってい る人(5人)も わず

かながらいた。その他の回答 として、相手の希

望に応 じて 「病院への見舞い」や、「車での移

送を行う」 こともあるという。

相談内容(複 数回答)に ついては、「健康面

での相談」が もっとも多 く35人 、「寂 しいなど

精神面の相談」「介護保険などの手続 きについ

ての相談」がいずれ も16人 、「通 院で困る こ

と」が7人 である。「その他」の回答では、「食

事のこと」、「住宅、入退院、施設入所」、「郵便

の代読 と内容の説明」、「生活費のこと」、「家族

の問題」があげられ、高齢者の生活問題 を浮き

彫 りにしている。

相談を受けた後の対応(複 数回答)に ついて

は、「活動表に記入」 して記録報告 をする者が

25人 、「活動グループ代表 に報告」、「民生委員

に報告」がそれぞれ22人 ある。その他は、「関

係機関に報告」が12人 、「社協に報告」が4人

であった。

2001年4月 から全市の在宅介護支援センタ

ーに各1人 設置された 「見守 り推進員」につい

て聞いたところ、「見守 り推進員」に会 うこと

表1ボ ランティアの性別

性 別 人数%

女 性6090

男 性34

不 明46

計67100

表2ボ ラ ンテ ィア の 年齢

年 齢 人 数%

40歳 以下12

40歳 代34

50歳 代1624

60歳代2842

70歳代1522

80歳 代23

不 明23

計67100
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が ある か につい て は、「あ ま り会わ ない」(25

%)、 「ときどき会 う」(22%)、 「よく会 う」(19

%)、 「知 らない」(13%)、 「まった く会 わない」

(12%)、 の順 であった。

最後 に 「見守 り推進員」 について、 自由記述

式 で寄 せ られた回答であ る。

・今 まで困っていた一人暮 ら し老 人宅へ行 って

も、イ ンターホ ンが な くて何 回行 って も会うこ

とが出来ず困 っていた。見守 り推進員の方に相

談 して訪問 して もらえる ようになって大変助 か

ってい ます。 これか らも協力 して地域活動 を し

てい きたい と思 う。

・見守 り推進員がで きて助か ります
。一人 暮 ら

しの方 はインターホ ンを押 して も出て くれない

ので 困 ります。

・見守 り推進 員 さんの皆様 のおかげで、一人 暮

らし老人の確認 がで きていなか った方の名簿 を

報告 してい ただ き、大変喜んでいます。今後 は

よ く見守 りを し、一人 暮 ら し老人 台帳 を作 成

し、安否の確 認を したいと思い ます。今後、 よ

り一層 のご 支援 をお願いいた します 。

・い ろいろ困 ったこ とがあれば相談 してい ます

表3活 動 期間

活 動期 間 人 数%

1年 未満69

1～3年 未 満710

3～5年 未 満1421

5～10年 未満1624

10年 以 上2132

不 明34

計67100

表4年 齢 別 の活 動 期 間

不 明1年 未 満1～3年 未 満3～5年 未 満5～10年 未満10年 以 上 計

40歳 以 下11

40歳 代213

50歳 代11355116

60歳 代22571228

70歳代21222615

80歳 代112

不 明112

計36714162167

表5訪 問人数

訪問人数人数%1週 間 に5人以上1218

1週 間 に3人 位1624

1週間 に1人 位2132

2週 間 に1人 位23

1か 月 に1人 位34

そ の他913

不 明46

計67100
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表6年齢別の訪問人数

1週間に5人以上1週間に3人位1週間に1人位2週間に1人位1か月に1人位その他不明計40歳以下11

40歳代1113

50歳 代22612316

60歳 代668114228

70歳 代661215

80歳代112

不 明112

総計121621239467

表7活 動 期 間別 の訪 問人 数

1週間に5人以上1週間に3人位1週間に1人位2週間に1人位1か月に1人位そ の他 不 明 計

1年 未満21

1～3年 未 満32116

3～5年 未 満3342317

5～10年 未満71213114

10年 以 上22111116

不 明6221

13

計121621239467

ので、大変助 かっています。

・見守 り推進員制度 は よい。

・見守 り推進 員のほ うが
、地域 のかたの訪問 を

嫌がる人でも、地域の人と違った立場なので安

心 して対応されるかたもあるので、大変良い制

度だと思う。
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表8活 動内容(複 数回答)

活動内容 人数

安否確認65
話し相手56
相談30
家事援助7
身辺介助5
その他3

表9報 告方法(複 数回答)

報 告方法 人数

代表に報告22

民 生委員 に報告22

社協に報告4

関係機関に報告12

『友愛訪問活動実施表』 に記入25

その他3

・大変良いことだと思う。地域の人よりも何で

もしゃべれるのではないか。

・見守 り推進員はきめ細やかに活動 されていま

す。

3、調査結果の考察

「友 愛 訪 問 ボ ラ ンテ ィア」が 活 動 してい る

「友 愛訪 問活動」 とは、地元 の 関連機 関 ・団体

が共 同で発行す るハ ン ドブックによる と以下の

ようなね らい と内容であ る。すなわち 「友愛訪

問活動 」 とは、「地域 の方々 が ボ ランテ ィア と

して、孤立 しがちなお と しよりをあたたか く見

守 り、支 え合 うことによって、お としよりと社

会 とのつなが りを保 ち、誰 もが安心 して暮 らす

ことので きる地 域づ くりをめ ざす活 動」 であ

る。

さら に同ハ ン ドブ ックに よる と、活動 内容

は、「65歳 以上 の 一人暮 らしのお年寄 りやお年

寄 りだけの世帯 な どを対象 に、地域のボラ ンテ

ィアが週1回 以上、安否 の確認や話 し相手、相

談な ど」 を行 うとある。今後 は、「見守 り活動

を全市 的 に展 開する とともに、友愛訪 問グル ー

プ等の住 宅 どう しのあ たたか い支 え合い に よ

り、小 地域での見守り ネ ットワークづ くりを早

期 に進め、地域 のお としよ りが いつ まで も自立

・安定 した生活 を送 れるよう支援 してい くこと

が重要」 である としてい る。

こう した友愛訪 問活動 は、老 人クラブなどの

協力 もあ って これまで長年 に渡 って続 けられて

お り、2001年3月 末 現 在、A市 全 体 で1,177

グ ル ープ、6,156人 の ボ ランテ ィアが12,776人

の お年寄 りの見守 りや支援 を行 ってい る。訪問

回数 は、A市 全体 で1月 あ た り34,399回 に も

上ってい る。

一方A市 におい て2001年4月 か らス ター ト

した 「地域見守 り活動推進事業」の 中で、全市

の在 宅介護支援 セ ンター77ヵ 所 に 「見守 り推

進員」が各1名 配置 された。民生委員や友愛訪

問ボランテ ィア と連携 ・協働 しなが ら、地域住

民間 による見守 りがで きるコ ミュニ テ ィづ くり

を支援す ることがね らい とされている。調査で

は、友愛訪 問ボラ ンテ ィア に 「見守 り推 進 員」

について尋 ねてい る。

自由記 述式 の回答 か らは、「見守 り推進 員」

の良い点が い くつかあげ られた。民生委員や友

愛訪 問ボラ ンテ ィアなどの地元 の人 に訪問 され

る こ とに気 を使 う高齢 者 も、「見守 り推 進 員」

とい う立場 の違 う人 の訪問な ら受 け入 れる場合

がある、 ということである。 また地元 の人で は

ないために、何 で も話せ る とい う気楽 さもあ る

ようだ。さ らに、友愛訪問ボ ランテ ィア と見守

り推 進員のそれぞれの特徴 を生か して うまく連

携 する ことで、 よ り充実 した安否確認 な どの訪

問活動 を 目指す ことがで きる とい うこ とで あ

る。

す でに述べ た よ う に2001年3月 末 現 在、A

市 全体 で、1,177グ ル ープの6,155人 の ボ ラ ン

テ ィアに よ り12,776人 の高 齢者 に対 す る訪問

活動 が行 われ てい るが、A市 全体 の一人 暮 ら

し高齢 者 は27,974人 い る。 こ うした 一人暮 ら

し高齢 者の人たちをどこまで訪問活動 に よって

安否確認な どの支援 を してい くことがで きるか

どうかである。

本研 究活動 のひとつ として民生委員か らも友
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愛訪問活動について聞き取 り調査を行ったが、

そこでは、高齢者への訪問活動の難しさが語ら

れた。インターホンが設置されていない家や、

奥の部屋にいてベルを鳴 らしても聞こえない高

齢者宅などへの訪問であった。また家族 ・親族

ではない第三者の訪問を敬遠す る高齢者 もい

る。

ある民生委員は、気になる高齢者宅 を訪問で

きないまま、その家の物干し場を通 りから毎 日

観察する内に、3日 間干 しっぱなしの洗濯物に

不審を抱き、病死 していた高齢者を発見 したこ

ともあったという。このような場合、「孤独死」

を防げなかったというマイナスの評価 よりも、

まだまだなくならない 「孤独死」が各地で発生

する中、まだしも死後の発見が早かったという

プラスの評価を下 しかねないところに、現在の

「高齢者の見守 り」体制が万全でないことを物

語っている。

ある 「見守 り推進員」は、A市 内の自治会

が結成されていない復興住宅で、茶話会を継続

的に開いている。この会がきっかけで、住民同

士が交流をもつようになったという。その成果

で、「廊下でだれかの話 し声がする と、出るよ

うになった」高齢者 もいるという。また別の復

興住宅で茶話会を開く民間のボランティア団体

の代表は、「居住者が自然な形で知 り合 って暮

らせる仕組みが大切」だという7)。

一人暮らし高齢者の 「孤独死」は震災直後か

ら問題になった。仮設住宅では、中高年男性の

「孤独死」が相次ぎ、その対応が求められた。

仮設住宅から復興住宅への移行がピークを迎 え

た1998年 以降、被災地B県 内の復興住宅での

「孤独死」は増加 してい った。2000年 には56

人を数 えたが、2001年 に47人 に減少 したの

は、「見守 り制度」などの充実が成果をあげて

いるともいわれた。

被災地A市 内の復興住宅でも、2000年 末現

在、1年 間に39人 が 「孤独 死」していた。同

復興住宅には、一人暮らし高齢者は約6千 人住

む7)。「孤独死」は避 けねばならない問題であ

るが、その対策にはきめ細かな対応が必要 とさ

れる。本調査の友愛訪問ボランティアの回答の

中には、次のようなものもあった。「地域の友

愛訪問ボランティアの方に訪問されるのが嫌な

人は、行政サービスとしての見守 り推進員のほ

うが、地域の人 と違った立場なので安心 して対

応される方 もある」という。民生委員の訪問を

歓迎する高齢者や、逆に気兼ねや遠慮をする高

齢者など、支援を必要とする人もニーズは様々

である。

ある 「見守 り推進員」への聞 き取 り調査で

は、「見守 り空白地域、ゼロが目標である」と

語 られた。 しかし、地域で高齢者を見守 り支援

するには、単一のグループや団体 ・機関だけで

は限界がある。地域に根 ざした小地域のネット

ワークに加え、民間 の様々 な支援団体 と公的な

支援ネットワークがうまく連携 して、重層的な

支援ネッ トワークの中に要援護者を取 り込まね

ばならない。一人の高齢者も漏れることな く支

援の目が行き届 くためには、関係者がそれぞれ

の立場でどのようにうまく協働することができ

るかが鍵 を握る。

4、 コ ミュニテ ィ ・ソーシ ャル ワークの課題

日本 にお けるコ ミュニテ ィ ・ソー シャル ワー

クの取 り組 み を振 り返 る とき、1950～60年 代

はアメリカや カナ ダか ら紹介 された コ ミュニテ

ィ ・オー ガニゼ ーシ ョン8)に基づ く地域組織化

活動が 中心 とな り、1970～80年 代 には イギ リ

ス の社 会福 祉政 策 としての コ ミュニ テ ィ ・ケ

ア9)や コミュニ テ ィワー ク10)を導 入 した地域福

祉 としての施設福祉か ら在宅福祉 への流 れがあ

った。

また岡村重夫 は、1970年『 地域福祉研 究』11)

で 「福祉 コミュニティ」 を提起 している。さ ら

に1982年 には イギ リスで 「バ ーク レー報 告」12)

が 出 され、「コ ミュニ テ ィソー シ ャルワ ー ク」

とい う考 え方 が 示 され た。次 い で1984年 に

は、J.リップナック 、J． ス タ ン プス に よ り

「ネッ トワーキ ング」13)の手 法が提言 され、 日本



斉 藤 千 鶴:福 祉 コ ミュ ニ テ ィ形 成 に む け た コ ミュ ニ テ ィ ・ソー シ ャ ル ワー クの 取 り組 み

にお いて もソーシャルサポー トネッ トワークの

考 え方 が定着 してい く。

そ して現在 はフ ォーマルサポー トネッ トワー

ク とインフォーマ ルサ ポー トネ ットワークが協

働 して、重層 的ネ ットワー クを創る ことが提唱

され、 その手法 として コ ミュニ ティソーシ ャル

ワークが期待 されてい る。 しか し一方で、地域

に暮す住 民や要援護者 の中には、各 自が もつニ

ーズが 潜在化 してい る場合 も少 な くない
。そ こ

でニー ズ把握が ソーシャルワー クの重要な任務

の 一つ になるわけである14,15)。

しか し上述 したよ うに、1人 暮 らしの高齢 者

宅 を友 愛訪問ボラ ンテ ィアが尋 ねて も、 インタ

ーホ ンが設置 されてお らず呼 びかけに返答がな

い場合 、あるいはイ ンターホ ンを鳴 らしても奥

の部屋 にいて聞 こえない場合、 さらには干渉 さ

れた くない、サー ビス利用 を勧 めて も利用 をた

め らった り、 きっぱ りと拒否す る場合 など、当

事者へ のア クセ ス困難 な要援 護 者 も少 な くな

い。 ここに至 って、プ ライバ シーの問題や個人

の意思 を尊重する立場 か ら、援助や支援の糸が

断ち切 られて しまうことが少 な くない。

また、「緊急通報 シス テム」 とい うひ と り暮

らしの高齢者のための 「最後 の砦」 とで も言 う

べ きサ ービスが開発 されて久 しいが、 このサ ー

ビス に も思 わぬ落 とし穴が ある。ある一 人暮 ら

しの高齢者 は、入浴時、首か ら吊るすペ ンダ ン

ト式の 「緊急通報ベル」 を脱衣 場に置 き、湯船

につか っていたが、い ざ立 ち上 がろ うとした時

に立 ち上が れず、助け を求める こともで きない

まま湯船 の中で一夜 を過 ごした。運 良 く、翌朝

,の ヘルパ ーの来訪で、フラフラ の状 態の高齢者

は発見 された。

また 「緊急通報 システム」 は各 自治体 に よっ

てその システムが異 なるが、あ る自治体では、

サー ビスを利用す る高齢者は近隣の3人 に自宅

の合鍵 を渡 しておかねばな らない。緊急通報 を

受 けた消 防署 は、登録 された近 隣の3人 に連絡

し、連絡 のついた人が合鍵 で家 に入 り、状態 の

確認 と通報 を受 け持つ とい うシステムである。

合鍵を他人に渡すことを嫌 う高齢者には、「緊

急通報サービス」 も無用の長物 となっている。

ソーシャルワークは個別援助が原則である。

たとえアクセス困難な対象者に対 しても、ソー

シャルワークはその役割 を放棄 してはならな

い。リーチ アウト(reach out)の 手法やアグレ

ッシブ ・ケース ワーク(aggressive casework)

が求められる局面である。 しか し、ではどのよ

うな支援がアクセス困難な対象者に対 して考え

られるのであろうか。各地で行われている小地

域 ネットワークの取組み などでは、これまで

様々な実践が行われてきた。行政が企業 と協力

して1人 暮らし高齢者に飲料の宅配をすること

で、「一声運動」 など安否確認を行 ってきた例

もある。また昼食時にボランティアによる手作

り弁当の宅配をすることで、高齢者の健康管理

も兼ね安否確認を手がけた地域 もあった。

しかし小地域ネットワークなど地域住民を中

心 にした援助活動には限界 もある。セーフティ

ネットとしての何らかのサービスを提供するに

は、財源の裏づけも必要である。2000年 に施

行 された 「社会福祉法」では、第107条 で 「市

町村地域福祉計画」が、第108条 で 「都道府県

地域福祉計画」について規定 された。かつて東

京都は平成元年に 「東京都 における地域福祉計

画の基本的あり方について」(検討委員会答申)

の中で示された 「三相計画」 に基づき、都が策

定する 「地域福祉推進計画」、市区町村が策定

する 「市区町村地域福祉計画」、住民が主体 と

なって社協等が策定する 「地域福祉活動計画」

の3つ を有機的に連携させ ることで地域福祉の

推進を図ろうとした。

この 「三相計画」のように、都道府県や市区

町村は財源も含めた地域福祉計 画立案とその実

践の 「後押し役」の体制を整え、その上で地域

住民が主体的に地域福祉実践を行えるように社

会福祉協議会がバ ックアップ の体制で臨むこと

が求められる。コミュニテ ィ ・ソーシャルワー

クがその専門性を発揮するためには、基盤とし

ての公と民が一体 となった地域福祉計画と、そ
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れ を実行 に移す実践部隊 を必要 とする。

その実践部 隊の中心 に立つ コミュニテ ィー ・

ソー シャルワー カーは一人 暮 らし高齢者 の もつ

支援 ネッ トワー クが横 の連携のない形骸化 した

ネ ッ トワーク にな ってい な いか(図7)、 見 極

める必 要がある。図7は 、図の中心 にいる一 人

暮 らしの高齢者 が、離れて暮 らす息子や近隣が

見守 る 中、ホ ー ムヘ ルプサ ー ビス な どを利 用

し、高齢者 の支援組織 を含 めたネ ッ トワークの

中で一見 守 られている ようではあるが、実 はそ

れぞれは高齢者 との直接 的な関わ りにのみ終始

し、互 いの連携 は図 られていない。 ネッ トワー

ク を構成 す るメ ンバ ー と各機関が うま く連 携

し、濃 密 な ネ ッ トワー ク(図8)の 構 築 を図

り、ネ ッ トワークが有効 に機 能す るように働 き

かける役割 と使命 をコ ミュニティ ・ソー シャル

ワーカーは負っているのである。

今後、人口に占める高齢者の割合が20%を

超える超高齢社会 の到来は間近か に迫 ってい

る。それに伴い、1人 暮 らしの高齢者は確実 に

増加の一途をたどる。「孤独死」防止や自宅で

倒れた高齢者を一刻でも早期に発見するために

は、高齢者を文字通 り地域で見守 ることのでき

る、連携のとれた濃密なネットワークを前提 と

した支援システムが確立 されなければな らな

い。そうした支援 システムが確立 されなけれ

ば、ニーズが潜在化 したアクセス困難 な要援護

者や、常に病気や死と隣 り合わせの危険をはら

んだ 一人暮らしの高齢者や高齢夫婦世帯 に対 し

て、ソーシャルワークは、その生命 ともいえる

「個別援助」を貫徹することはできず、自らそ

の専門性の看板 を降ろさなくてはならない。

付 記

本論文は、財団法人 日本興亜福祉財団の助成

による平成12年 度 ジェロン トロジー研究報告

(No.5平 成14年10月25日)に 加筆修正 したも

のである。共同研究者の峯本佳世子氏(大 阪人間

科学大学)に 謝意を表したい。

注

1)平 成9年 度文部省科学研究費重点領域研究

(A)(1)「都市直下地震」研究課題 「過密空間に

おける震災時の人間行動」(研究代表者 ・廣井脩

東京大学社会情報研究所教授)共 同研究津金澤

班 研究成果報告書(研 究課題番号08248104)

研究分担者 津金澤聡廣(関 西学院大学教授

現桃山学院大学教授)第2部 「高齢者層を対象

とした災害時における対処行動」峯本佳世子

「仮説住宅で生活する阪神大震災被災高齢者の事

例調査」、斉藤千鶴 「阪神 ・淡路大震災、被災高

齢者の仮設住宅での生活」

2)兵 庫県立看護大学 「仮設住宅看護活動 平成

8年度 報告書」

兵庫県立看護大学 「仮設住宅看護活動 平成

9年度 報告書」

平成10年 度 第20回 全国地域保健婦学術研

究会 由良真木子、森口育子、井伊久美子、宮

本和子 「阪神淡路大震災被災者の長期的支援に



斉 藤千 鶴:福 祉 コ ミュ ニ テ ィ形 成 にむ け た コ ミュニ テ ィ ・ソー シ ャル ワー ク の取 り組 み

関する研究～ボランティア看護師の事例検討会

を通 して～」

平成11年 度 第21回 全 国地域保健婦学術研

究会 由良真木子、井伊久美子、宮本和子、河

内恵子、森口育子 「阪神淡路大震災後の長期的

支援に関する研究～仮設住宅から恒久住宅移行

期における健康問題の実態と看護支援の検討～」

3)黒 田展之、津金澤聡廣編著 「震災の社会学」

世界思想社、1999年

城 仁士、杉万俊夫、渥美公秀、小花和尚子

編 「心理学者がみた 阪神大震災 心のケアと

ボランティア」ナカニシヤ出版、1996年

京都府社会福祉協議会編 「大震災下の福祉救援

」昭和 堂、1996年

4)平 成10年 度同文部省科学研究費特定領域研究

(A)(1） 研 究分担者 津金澤聡廣 第2部 「仮

設住宅から恒久住宅へ移転 した被災高齢者の生

活実態調査」、峯本佳世子 「1、恒久住宅への転

居にともなう仮設住宅高齢者の生活課題」、斉藤

千鶴 「2、阪神 ・淡路大震災、3年 後にみる仮設

住宅から恒久住宅へ移転 した被災高齢者の生活

実態

5)平 成11年 度 同文部省科学研究費特定領域研究

(A)(1)研 究 分担者 津金澤聡廣 「阪神淡路大

震災の復興住宅における被災高齢者の生活課題」

調査報告書 斉藤千鶴、峯本佳世子「1、 復興住

宅、シルバーハウジングにおける被災高齢者の

調査から」「2、仮設住宅から復興住宅へ移転 し

た被災高齢者の追跡 事例調査 」

6 ) Toshihiro Tsuganezawa, Shigeo  Tatsuki,  Chizuru 

 Saitoh, Kayoko  Minemoto  'Post disaster studies of 

 individual preparedness and life recovery  : Two 

 perspectives' "Confronting Urban Earthquakes : Re-

 port of Fundamental Research on the Mitigation of 
 urban Disasters caused by Near-Field Earthquakes" 

 pp 322-325 Grant in Aid for Scientific Research on 
 Priority Areas Ministry of Education,  Science, 

 Sports and Culture March 2000

7)朝日 新 聞、 平成14年1月9日 、朝 刊

8)マ レ ー,G.ロ ス 著 岡 村 重 夫 訳 『コ ミ ュ

ニ テ ィ ・オ ー ガ ニ ゼ ー シ ョン～ 理 論 ・原 則 と実

際 ～』 全 国社 会 福 祉協 議 会1968年

9)R.グ リ フ ィ ス著小 田 兼 三 訳 『コ ミ ュ ニ

テ ィ ・ケ ア:行 動 の た め の指 針／ グ リ フ ィス報

告』 海 声 社1989年

 10) Alan  Twelvetrees "Community Work" The Mac-

 millan Press Ltd, 1982
11)岡 村 重夫著 『地域福祉研究』柴田書店1970

年

12)英 国 バークレイ委 員会報告 小 田兼三 訳

『ソーシャル ・ワーカー:役 割と任務』全国社会

福祉協議会1984年

13)J.リ ップナ ック、J.ス タンプス著 正村公

宏監修 社会開発統計研究所訳 『ネットワーキ

ング』プレジデント社1984年

14) Gianetta Corley (Ed.) "Older People & Their 

 Needs: A Multi-Disciplinary Perspective" Whurr 

 Publishers Ltd, 2000

15)上 野谷加代子 「ニーズキャッチの方法とケア

マネジメント」『新版 社会福祉学習双書』編集

　委員会編 『20027　 地域福祉論』全国社会福祉

　協議会　2002年
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